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水戸市福祉部障害福祉課長　　
標準利用期間を超えて障害福祉サービスを支給する場合について（通知）
日頃より，本市の障害福祉行政に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて，障害福祉サービスのうち，自立訓練，就労移行支援，自立生活援助及び共同生活援助（サテライト型住居）については，利用の長期化を回避するため，「介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」において，標準利用期間が設定されています。
この度，標準利用期間を超えて障害福祉サービスを支給する場合について，下記のとおり定めましたので，お知らせします。
記
１　標準利用期間が定められている障害福祉サービスについて
	種　別
	標準利用期間

	自立訓練（機能訓練） 
自立訓練（生活訓練） 
宿泊型自立訓練
就労移行支援（養成施設を除く）
就労移行支援（養成施設）
自立生活援助
共同生活援助（サテライト型住居）
	１年６ヶ月間  ※１
２年間　　　　　※２
２年間　　　　　※２
２年間
３年間又は５年間
１年間
３年間


※１　頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は，３年間
※２　長期入院又はこれに類する事由のある障害者は，３年間
２　標準利用期間を超えて障害福祉サービスを支給する場合
（１）基本的な考え方
自立生活援助及び共同生活援助（サテライト型）を除き，標準利用期間を超えて障害福祉
サービスを支給することは，例外的な取扱いであるため，真に必要な場合に限り，支給します。
（２）「真に必要な場合」の掲示
    次の表（裏面）に示す場合に限り，標準利用期間を超えての支給対象とします。
　　なお，障害支援区分審査会において，支給の適否を個別に審査した結果，支給が認められな
いことがあります。
　
	種　別
	場　合

	自立訓練
（機能訓練）
	次に掲げるいずれにも該当すること。
　ア　地域における生活の場が決定している。
　イ　地域における生活に必要な機能・手段等に係る課題（自動車運転免許の取得，住居の改修，移動手段・方法の獲得，その他地域における生活に必要な機能・手段等）を獲得する時期（標準利用期間終了後12か月以内に限る。）を明確に示すことができる。

	自立訓練（生活訓練）及び
宿泊型自立訓練
	次に掲げるいずれにも該当すること。
　ア　地域における生活の場が決定している。
　イ　地域における生活に必要な能力・手段等に係る課題（家事（調
理，洗濯，掃除，買物，金銭管理等），一定の生活リズム，必要に応じた相談機関への連絡・相談，その他地域における生活に必要な能力・手段等）を獲得する時期（標準利用期間終了後12か月以内に限る。）を明確に示すことができる。

	就労移行支援
	次に掲げるいずれかに該当すること。
　ア　一般就労での採用が決定している。
　イ　一般就労での採用を前提とした実習期間中である。
　ウ　一般就労に係る採用面接日及び合否判定が決定している。
　エ　トライアル雇用又はこれに準ずる雇用の期間中である。　


３　支給決定有効期間終了前の手続き
標準利用期間が定められているサービス以外に移行する可能性を考慮し，支給決定有効期間終了の約２ヶ月前に対象者に対して，市より「更新案内文」と「介護給付費・訓練等給付費支給申請書」を送付します。
なお，標準利用期間を以てサービス提供を終了する場合は，特定相談支援事業所はモニタリングにサービスを終了する旨の記載をして本市へ提出してください。　  

４　その他
　  この通知の取扱いは，令和５年５月１日（令和５年４月末に標準利用期間が終了する利用者）
から適用します。
　　この通知は，水戸市内の障害福祉サービス事業所等，水戸市から支給決定を受けている方が利用している特定相談支援事業所に送付しています。市外の特定相談支援事業所におかれましては，関連のある障害福祉サービス事業所等に周知いただくよう，お願いいたします。
　　また，本通知は水戸市ホームページにも掲載しています。
　　なお，本市では障害福祉サービス事業所等に対して，標準利用期間を超えてサービスを提供するかどうかの確認は行いませんので，ご留意願います。
【ホームページ掲載場所】
トップページ > 分類からさがす > 健康と福祉 > 福祉・介護 > 障害児・障害者 > 障害福祉サービス等支給決定基準について
https://www.city.mito.lg.jp/page/4199.html
	【お問合わせ先】
〒310-8610　
水戸市中央１－４－１
水戸市福祉部障害福祉課認定係
電話：０２９―３５０－８０８４（直通）



 








